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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第 60 期
第３四半期
連結累計期間

第 61 期
第３四半期
連結累計期間

第 60 期

会計期間
自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日

自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日

自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日

売上高 (百万円) 37,611 44,877 54,382

経常利益 (百万円) 1,745 2,542 3,076

四半期(当期)純利益 (百万円) 910 1,504 1,788

四半期包括利益
　　　　　　又は包括利益

(百万円) 1,021 1,828 2,101

純資産額 (百万円) 27,956 30,480 29,035

総資産額 (百万円) 40,677 43,481 44,735

１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 33.82 55.86 66.40

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 67.4 68.7 63.6
 

　

回次
第60期

第３四半期
連結会計期間

第61期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成24年10月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 18.94 22.15
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式がないため、記載しておりませ

ん。

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。

EDINET提出書類

シーキューブ株式会社(E00191)

四半期報告書

 2/17



第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

２ 【経営上の重要な契約等】

　 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子

会社）が判断したものであります。

(1) 業績の状況

当社グループの主要な事業分野であります情報通信事業分野におきましては、災害発生時のリスク低減

やシステム構築費の削減が可能となるクラウドサービスの導入がますます拡大してまいりました。また、

スマートフォンやタブレット端末等の普及に加え、クラウドサービスとLTE・Wi-Fi（ワイファイ）が連携

したサービスの提供が増えてきていることなどから、トラフィックが増加しております。そのため、各事

業者による設備投資が積極的に行われております。

　このような環境下、当社グループは、本年４月１日より新たに策定した中期経営計画「SGK2015」の目

標達成に向けた諸施策を積極的に展開してまいりました。具体的には、アクセス系保守業務の更なる受注

拡大に向け、本年４月に、株式会社テレコムリンクを当社グループの一員とし、８月には静岡東部エリア

の新拠点ビル建設に着手するなど、愛知県、静岡県エリアの保守業務の体制強化を進めてまいりました。

また、首都圏・関西圏及び東北エリアの業務拡大に向け、本年６月には日立電線株式会社(現　日立金属

株式会社)が展開する移動体基地局工事部門を譲り受け、収益基盤の強化を図りました。

　その結果、当社グループの当第３四半期連結累計期間の業績につきましては、受注高463億26百万円(前

年同四半期比116.4％）、売上高448億77百万円（前年同四半期比119.3％）、経常利益につきましては、

25億42百万円（前年同四半期比145.6％）、四半期純利益は15億4百万円（前年同四半期比165.2％）と増

収増益となりました。

セグメント別の業績は次のとおりであります。

　①　通信建設事業

受注高は374億56百万円(前年同四半期比113.4％)、売上高は360億8百万円(前年同四半期比116.7％)

となり、セグメント利益（営業利益）は23億37百万円(前年同四半期比136.4％)となりました。

　②　情報サービス事業

売上高は88億69百万円(前年同四半期比131.5％)となり、セグメント利益（営業利益）は58百万円(前

年同四半期　セグメント損失（営業損失）94百万円)となりました。
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(2) 財政状態の分析

当社グループの当第３四半期連結会計期間末の財政状態につきましては、総資産は434億81百万円

（前連結会計年度末447億35百万円）となりました。その減少の主な要因は、売上債権の減少によるも

のであります。負債は130億円（前連結会計年度末157億円）となりました。その減少の主な要因は、仕

入債務の減少によるものであります。純資産は304億80百万円（前連結会計年度末290億35百万円）とな

りました。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間におきまして、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要

な変更及び新たに生じた課題はありません。

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における研究開発費の総額は、81百万円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間におきまして、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更は

ありません。

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因について

当社グループを取り巻く事業環境は、各通信事業者間の競争が激しく、また情報通信事業の設備投資

は年度により大きく変動し、その設備投資動向により、経営成績に大きな影響を受けますが、営業の強

化、技術者の増強、技術力の複合化並びに低コスト施工体制の強化により経営成績の安定化を図ってま

いります。

(6) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループの経営陣は、今後の情報通信事業分野におきましては、引き続きＮＧＮのサービスエリ

アの拡大が見込まれることなどから、光アクセス工事は底堅く推移するとともに、アクセス系保守業務

につきましても更に拡大していくものと認識しております。移動通信事業分野においては、モバイル端

末の普及に伴い、いつでもどこでも大容量のデータ通信ができる環境へのニーズが高まり、モバイル系

のトラフィックが加速度的に増加していくものと想定しております。これに対応するため、各事業者

は、平成26年度迄にLTEサービスの通信速度を2～4倍に向上させる計画で、今後、基地局の増設及び増

速に一層拍車が掛かっていくものと思われます。情報サービス事業においては、自治体・官公庁・企業

等でのクラウドサービスの更なる拡大や光アクセスやモバイル端末を利用した生活、教育や医療などの

質的向上をサポートする新しいサービスへのニーズが高まっており、経済成長戦略の進展等と相まって

新たな展開を期待しております。

　こうした状況下、当社グループにおきましては、先の中期経営計画「Create2012」で築き上げた「筋

肉質な企業体質」という土台を礎に、新中期経営計画「SGK2015」の目標達成に向けた経営・諸施策を

積極的に実施してまいります。具体的には、今後一段と成長が見込まれるアクセス系保守業務の受注拡

大に向けて、静岡東部の拠点充実にとどまらず、各エリアにおいて拠点整備と施工体制の一層の強化を

図ってまいります。一方、移動通信事業分野においては、日立電線株式会社(現　日立金属株式会社)か

ら事業譲り受けをした移動体事業と既存との融合を図り、業務効率の更なる向上とシナジー効果の発揮

に努めてまいります。また、春日井ビルに隣接した屋外研修所を刷新することにより更なる施工品質向

上と、次世代の人材や女性技術者の育成に注力し、当社グループのベースとなる「ヒューマン力」の底

上げを目指すとともに「女子力」強化に取り組んでまいります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 55,041,300

計 55,041,300
 

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成25年12月31日)

提出日現在発行数
(株)

(平成26年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 27,644,699 27,644,699
名古屋証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は
100株であります。

計 27,644,699 27,644,699 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　 該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　 該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　 該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成25年10月１日～
平成25年12月31日

－ 27,644 － 4,104 － 3,795
 

　

(6) 【大株主の状況】

　　 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成25年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 712,200

 

－ －

完全議決権株式(その他)
普通株式

26,909,400
269,094 －

単元未満株式 普通株式 23,099
 

－ －

発行済株式総数 27,644,699 － －

総株主の議決権 － 269,094 －
 

(注)１　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が300株(議決権3個)含まれ

ております。

　 ２　「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式88株が含まれております。

　 ３  当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株式名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日(平成25年９月30日)に基づく株主名簿による記載をして

おります。

　

② 【自己株式等】

平成25年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 　 　 　 　 　

シーキューブ株式会社
名古屋市中区
　　門前町１番51号

712,200 － 712,200 2.57

計 － 712,200 － 712,200 2.57
 

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記

載しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成25年10月１

日から平成25年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 4,438 4,077

受取手形・完成工事未収入金等
※ 16,963 ※ 13,497

未成工事支出金 3,003 3,996

商品 108 205

仕掛品 57 207

材料貯蔵品 274 307

繰延税金資産 484 370

その他 682 902

貸倒引当金 △17 △15

流動資産合計 25,996 23,549

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 4,355 4,222

機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 1,361 1,470

土地 8,028 8,370

建設仮勘定 18 230

その他（純額） 70 69

有形固定資産合計 13,834 14,362

無形固定資産 378 520

投資その他の資産

投資有価証券 2,252 2,779

繰延税金資産 1,512 1,398

その他 776 873

貸倒引当金 △15 △2

投資その他の資産合計 4,526 5,049

固定資産合計 18,738 19,931

資産合計 44,735 43,481
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等
※ 6,018 ※ 3,989

短期借入金 1,780 1,453

1年内返済予定の長期借入金 110 5

リース債務 80 73

未払法人税等 1,073 371

未成工事受入金 49 224

賞与引当金 469 435

役員賞与引当金 73 107

工事損失引当金 68 25

その他 1,814 1,851

流動負債合計 11,537 8,537

固定負債

長期借入金 900 1,040

リース債務 124 118

再評価に係る繰延税金負債 428 428

退職給付引当金 2,369 2,615

役員退職慰労引当金 161 154

長期未払金 124 57

その他 54 47

固定負債合計 4,162 4,462

負債合計 15,700 13,000

純資産の部

株主資本

資本金 4,104 4,104

資本剰余金 3,801 3,801

利益剰余金 22,060 23,162

自己株式 △135 △136

株主資本合計 29,831 30,932

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 256 564

土地再評価差額金 △1,642 △1,642

その他の包括利益累計額合計 △1,385 △1,077

少数株主持分 589 625

純資産合計 29,035 30,480

負債純資産合計 44,735 43,481
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

売上高

完成工事高 30,867 36,008

商品売上高 6,744 8,869

売上高合計 37,611 44,877

売上原価

完成工事原価 27,618 32,050

商品売上原価 5,361 7,271

売上原価合計 32,980 39,321

売上総利益

完成工事総利益 3,248 3,958

商品売上総利益 1,382 1,597

売上総利益合計 4,630 5,556

販売費及び一般管理費 3,027 3,140

営業利益 1,603 2,415

営業外収益

受取利息及び配当金 52 57

受取保険金 11 21

受取賃貸料 22 43

その他 73 51

営業外収益合計 159 173

営業外費用

支払利息 10 15

賃貸原価 0 22

その他 6 8

営業外費用合計 17 47

経常利益 1,745 2,542

特別利益

固定資産売却益 29 24

投資有価証券売却益 0 31

負ののれん発生益 18 11

補助金収入 54 －

その他 1 1

特別利益合計 104 68

特別損失

固定資産除売却損 89 8

投資有価証券評価損 116 －

その他 3 1

特別損失合計 209 10

税金等調整前四半期純利益 1,640 2,600

法人税、住民税及び事業税 970 1,026

法人税等調整額 △235 55

法人税等合計 735 1,082
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 905 1,518

少数株主利益又は少数株主損失（△） △5 13

四半期純利益 910 1,504
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 905 1,518

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 116 310

その他の包括利益合計 116 310

四半期包括利益 1,021 1,828

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,027 1,812

少数株主に係る四半期包括利益 △5 16
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

　　連結の範囲の重要な変更

株式会社テレコムリンクについては、新たに株式を取得したことにより、第１四半期連結会計期間

から連結の範囲に含めております。

　
(四半期連結貸借対照表関係)

　※　四半期連結会計期間末日満期手形　

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしておりま

す。なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末

日満期手形が四半期連結会計期間末残高に含まれております。

　　　　　　　　　　
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成25年12月31日)

受取手形 45百万円 　 5百万円

支払手形 3百万円 　 3百万円
 

　

　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

　なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含

む。）及びのれんの償却額は、次のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

減価償却費 892百万円 930百万円

のれんの償却額 ― 35百万円
 

　
　
　

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日)

　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月27日
定時株主総会

普通株式 188 7.00 平成24年３月31日 平成24年６月28日 利益剰余金

平成24年11月５日
取締役会

普通株式 134 5.00 平成24年９月30日 平成24年12月５日 利益剰余金
 

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日)

　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月26日
定時株主総会

普通株式 242 9.00 平成25年３月31日 平成25年６月27日 利益剰余金

平成25年11月５日
取締役会

普通株式 161 6.00 平成25年９月30日 平成25年12月５日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２通信建設事業 情報サービス事業 計

売上高 　 　 　 　 　

　　　外部顧客への売上高 30,867 6,744 37,611 ― 37,611

　　　セグメント間の
　　　内部売上高又は振替高

187 488 676 △676 ―

計 31,054 7,233 38,287 △676 37,611

セグメント利益又は損失(△) 1,713 △94 1,619 △16 1,603

 

　（注）１．セグメント利益又は損失の調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。

　　　　２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２通信建設事業 情報サービス事業 計

売上高 　 　 　 　 　

　　　外部顧客への売上高 36,008 8,869 44,877 ― 44,877

　　　セグメント間の
　　　内部売上高又は振替高

179 414 594 △594 ―

計 36,188 9,283 45,472 △594 44,877

セグメント利益 2,337 58 2,395 19 2,415

 

(注) １．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。

　　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額                （円） 33.82 55.86

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額　　　　　　　　　　　　(百万円) 910 1,504

普通株主に帰属しない金額　　　　　　　　(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額　　　　　(百万円) 910 1,504

普通株式の期中平均株式数　　　　　　　　　(千株) 26,932 26,932
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

　

２ 【その他】

　

第61期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）中間配当について、平成25年11月５日開催の取

締役会において、平成25年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行

うことを決議いたしました。

　　①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　161百万円

　　②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ６円00銭

　　③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　　　　　 平成25年12月５日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士   松　本　千　佳   印

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士   岸　田　好　彦   印

独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成26年２月10日

シーキューブ株式会社

取締役会  御中

　

 

　

 

　
 

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

シーキューブ株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計
期間（平成25年10月１日から平成25年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日から
平成25年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計
算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、シーキューブ株式会社及び連結子会社の平
成25年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示
していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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